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OGOD-28 2017.1.12 

オープンガバンメント運動 Open Government Partnershipの未来 

フランス政府主催の 2016年 Open Government Partnership (OGP) Global Summitが

12月 7-9日に 80の政府機関、4,000人以上の人々を集めて、パリで開催された。 

この会議の目的はナショナリズムやポピュリズムの活性化に対して、対応策を作成す

ることであった。 

パリ宣言は次のように開発の３つの優先目標を決めた。 

1）透明性の促進：Philippines は全情報公開政策の予算確保、 

2）環境保護の推進：米国世界資源研究所（ＷＲＩ）の Partnership for Resilience and 

Preparedness (PREP) (link is external)の立ち上げ、 

3）市民参加のためのツールキット OGP Toolbox website (link is external) 

そして、OPGの目標がウェルビーイング（個人の権利や自己実現が保障され、身体

的、精神的、社会的に良好な状態にあること）の改善であることを再確認した。 

そのために、市民の生活に影響を及ぼす決定への住民参加権とその機会の深化を

推進する。 

 

自治体 

1） OG 

1.シビック・テックが雪の問題解決（社会問題解決、米国） 

4.米国の各市のインターネットアクセシビリティの促進（インターネット、米国） 

 

2）OD 

2.ロングビーチ市は新しい空間情報データセットを語っている（オープンデータ、米国） 

3.Topeka 市が業務効率の公開レベルを上げた（オープンデータ、米国） 

5.ニューヨーク市、位置インテリジェンス・データ・ダッシュボードを発表（オープンデー

タ、米国） 

 

3）セキュリテイ 

 

 

州（県） 

1) OG 

1.2016年は Startup in Residence Programが住民参加のスタートアップとなった（住民

参加、米国） 

3.行政サービスの即応性向上に AI（AI、米国） 

http://www.opengovpartnership.org/about/open-government-declaration
http://www.opengovpartnership.org/
http://fdpp.blgs.gov.ph/
http://www.wri.org/
http://www.prepdata.org/
http://www.prepdata.org/
http://www.ogptoolbox.org/
https://kotobank.jp/word/%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%83%AB%E3%83%93%E3%83%BC%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%B0-182701
http://www.transparency-initiative.org/wp-content/uploads/2015/05/TAI-Civic-Space-Study-v13-FINAL.pdf
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4.コロラド州Weld郡は Innovation Fundsを使ってウェブサイトを大改革（ウエブサイト、

米国）  

5.マサチューセッツ州の医療費の透明性ウェブサイトは患者の意思決定に役立つ（オ

ープンデータ、米国） 

 

2) OD 

2.データ革命がカンザス州を襲う（オープンデータ、米国） 

 

3）セキュリテイ 

 

国 

1） OG 

1.政府体制の見直しはボトムから（オープンガバンメント、米国） 

3.シビックテックは、トランプ政権でどうなる？（オープンガバンメント、米国） 

4.どのようにセクシーな情報技術が、政府のうんざりする仕事に使えるか（情報技術、

米国） 

6.2017年各州の STEM 政策の現状：未来はオートメーション（イノベーション、米国） 

8.エネルギー省は国内の全地域に Innovation Ecosystems を育てる（イノベーション、

米国） 

 

2） OD 

2.ビデオ：NASAの地球の超高精細映像（データ、米国） 

5.RANSOMWARE がワシントン D.C.の閉回路カメラ・ネットシステムを感染させた（セキ

ュリテイ、米国） 

 

3）セキュリテイ 

7.大規模な個人情報漏洩にも拘わらず多くの米国人は ID 盗難を心配していない（情

報セキュリテイ、米国） 

9.ビデオ：オバマ政権のサイバー実績（セキュリテイ、米国） 

10.ハッカーは Trumpの Twitterアカウントはセキュリティが弱いと主張（セキュリテイ、

米国） 

 

 

世界 

1） OG 
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1.オープンガバンメントの未来（オープンガバンメント、世界） 

2.欧州委員会は欧州のデータ経済の次のステップを発表（オープンデータ、EU） 

3.EU Code Week新記録：2016年 100万のコードを作成（オープンガバンメント、世界） 

4.欧州委員会が Creative Europe ソフトウエアプロジェクトのパブリック・コンサルテー

ションを開始（オープンガバンメント、EC） 

5.デジタル変換：明日の欧州統合市場 

 

 

2） OD 

2.欧州委員会は欧州のデータ経済の次のステップを発表（オープンデータ、EU） 

 

3）セキュリテイ 

 

 

自治体 

1.シビック・テックが雪の問題解決（社会問題解決、米国） 

Theo Douglas、govtech.January 3, 2017 

シアトル市はシビック・テックで雪道の自治体負担を軽くするために 12月 15日に職員

は 12 月 15 日に Web デザイナー、ソフト開発者、住民が参加して冬の天気予報の前

後のコミュニケーションをよくるすブレーンストーミングLet It Snow Hackathonを開催し

た。 

 

2.ロングビーチ市は新しい空間情報データセットを語っている（オープンデータ、米国） 

Dave Nyczepir、routefifty、January 9, 2017 

カリフォルニア州ロングビーチ市は、100以上の市の位置情報データセットを DataLB

で公開している。ロングビーチ市のウェブサイトは、Esri社のGISを使って、ニュービジ

ネスの場所やボランテアの活動、その他の関連情報も場所を視覚化している。 

 

3.Topeka 市が業務効率の公開レベルを上げた（オープンデータ、米国） 

Valerie Moye、Socrata、December 19, 2016 

Topeka 市はより高度ない透明性サイトを公開した。これまでは、checkbook.を含む予

算支出改善プロジェクト状況 Capital Projects Explorer と財務の透明性のアプリを公

表していたが、さらに、公共安全といった最重点政策年度の目標の達成状況につい

て対話の出来る新しい Topeka市業務成果 Topeka Open Performanceサイトを立ち

上げた。 

http://www.govtech.com/civic/Civic-Tech-Takes-on-Snow-Seattle-Hackathon-Addresses-Winter-Weather.html?utm_term=Civic%20Tech%20Takes%20on%20Snow%3A%20Seattle%20Hackathon%20Addresses%20Winter%20Weather&utm_campaign=Examining%20Practical%20Uses%20of%20IoT%20in%20Government%2C%20Kansas%5Cu2019%20Data%20Revolution&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
http://hrnabi.com/2016/03/25/10730/
http://techtalk.seattle.gov/2016/12/05/let-it-snow-community-design-workshop-december-15/
http://www.routefifty.com/2017/01/long-beach-california-data-hub/134458/?oref=rf-today-nl
http://datalb.longbeach.gov/
http://datalb.longbeach.gov/
http://www.esri.com/
https://socrata.com/blog/the-city-of-topeka-raises-the-bar-for-government-performance/?mkt_tok=eyJpIjoiTm1RNU9ERmpZakUyTmpWaiIsInQiOiJqQnN2SVRmYXJRajBBU1wvblJGcGJjZzFwaUhFaDRNckpZK1FcL1ZpTndzeUpJUmo3K1wvZ0g4RW1kUGJ1TU1aN3ZBWkpNTnlqY25Ea1cxcUFNTGVNTzJcL3NhdUVLUXBPY0szWlh1QmlWalV2M3JUaWVYcENmdzZNdnFNOTNQT01uVFAifQ%3D%3D
http://checkbook.topeka.org/#%21/year/2016/
https://socrata.com/blog/keeping-track-of-capital-projects-in-the-city-of-topeka/
https://performance.topeka.org/
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4.米国の各市のインターネットアクセシビリティの促進（インターネット、米国） 

Dave Nyczepir、routefifty、January 11, 2017 

ニューヨーク市は 12月に T-Mobile社と提携し、公営住宅に住む 5000人の住民

provide 5,000 Bronx familiesに 2017年は無料のタブレットと割引インターネットを提供

した。しかし、Future Cities Accelerator.を使って小規模からのスタートアップの助けが

なければ、実現は難しい。ワシントン D.C.の NPO非営利団体 EveryoneOnと 9つの起

業が、貧困層が直面する課題に対処して、Future Cities Acceleratorからそれぞれ 10

万ドル（約１000円）と 9 ヶ月のサポートを獲得した。 

 

5.ニューヨーク市、位置インテリジェンス・データ・ダッシュボードを発表（オープンデー

タ、米国） 

NEW YORK, USA、11 JANUARY 2017 

ニューヨーク市は、政府機関のサービスをより適切に配備し、将来のニーズを予測す

るための新しい省庁間データ視覚化ツール dashboard を立ち上げた。この dashboard

は、ニューヨーク警察局や交通局などの主要行政部のデータと、市の中央データセン

タージを結びつけて、 データによる意思決定プロセスで市職員をよりよく支援する。 

 

 

州政府（県）政府 

1.2016年は Startup in Residence Programが住民参加のスタートアップとなった（住民

参加、米国） 

Jason Shueh、govtech、September 19, 2016 

ストランド劇場で 9 月（金曜日）16 日に今年の完売ショーケース sold-out civic 

innovation showcaseが、スタートアップや Bay Area の市の発表した住民のスタートア

ップ Startup in Residence (STiR)の成功を祝って幕を閉じた。政府の情報技術問題解

決をスタートアップと市が協働して製品を産む運動は San Francisco市から始まった。

今年は運動がさらにCalifornia 州のWest Sacramento、San Leandro、Oaklandなどの

市に拡大した。この４つの市が 16 週間で市全体の重要な住民参加の行政サービス

の見直し Participants Showcase Inventions の 14スタートアップに協働した。 

 

2.データ革命がカンザス州を襲う（オープンデータ、米国） 

Adam Stone、govgtech、January 3, 2017 

オープン・データの成功はシリコンバレーや東海岸地域の政策の勝利だけではない。 

米国の中央地域の Kansas 州でも、データ革命が起こっている。さまざまな方法で、市

http://www.routefifty.com/2017/01/accelerating-internet-accessibility-cities/134491/?oref=rf-today-nl
http://www1.nyc.gov/office-of-the-mayor/news/956-16/mayor-de-blasio-hud-secretary-castro-t-mobile-5-000-families-bronx-public-housing#/0
http://futurecitiesaccelerator.org/
http://everyoneon.org/
http://futurecitiesaccelerator.org/
http://www.govtech.com/data/New-York-City-Launches-Location-Intelligence-Data-Dashboard.html?utm_term=New%20York%20City%20Launches%20Location%20Intelligence%20Data%20Dashboard&utm_campaign=Georgia%20Rallies%20Partnerships%20Around%20Cyber%20Initiative%2C%20How%20State%20and%20Local%20Tech%20Leaders%20Are%20Looking%20at%202017%20Differently&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
http://www.govtech.com/data/New-York-City-Launches-Location-Intelligence-Data-Dashboard.html?utm_term=New%20York%20City%20Launches%20Location%20Intelligence%20Data%20Dashboard&utm_campaign=Georgia%20Rallies%20Partnerships%20Around%20Cyber%20Initiative%2C%20How%20State%20and%20Local%20Tech%20Leaders%20Are%20Looking%20at%202017%20Differently&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
https://carto.com/
https://carto.com/
https://carto.com/
http://www.govtech.com/civic/2016-Startups-in-Residence-Program-Comes-to-a-Close.html
http://www.govtech.com/civic/2016-Startups-in-Residence-Program-Comes-to-a-Close.html
http://citizensofculture.com/
http://citizensofculture.com/
https://thinkit.co.jp/story/2014/08/29/5215
http://startupinresidence.org/
https://www.google.co.jp/search?q=Participants+Showcase+Inventions&biw=1096&bih=711&tbm=isch&tbo=u&source=univ&sa=X&ved=0ahUKEwiio4SR7vjRAhVHUbwKHesHD-EQsAQIIg
http://www.govtech.com/The-Data-Revolution-Hits-Kansas.html?utm_term=Kansas%20Experiences%20a%20Data%20Revolution&utm_campaign=Examining%20Practical%20Uses%20of%20IoT%20in%20Government%2C%20Kansas%5Cu2019%20Data%20Revolution&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
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民に情報を提供し、州政府の業績を促進するために情報を動員している。カンザス州

の公式のモットー：Ad Astra Per Aspera（困難を克服して天に至る）。 これはデータ革

新を推進する覚悟である。カンサス州首都 Topeka では、政府の業績測定基準の実

施を開始した。 Johnson 郡は最近、データによる司法制度を開始した。 Olathe 市と

Wichita 市はオープンデータの取り組みを進めている。Kansas 市では、市のシステム

から情報を引き出し、直接市民に提供する data portal を立ち上げた。 

 

3.行政サービスの即応性向上に AI（AI、米国） 

Stephen Goldsmith、govtech、January/February 2017 

普通、市への問い合わせ電話 311 の回答には時間がかかるが、North Carolina 

Innovation Center では、311に chatbots を使って即答している。その多くの場合は役

所内の IT に関するホットラインで、問い合わせの 80-90％はパスワードの変更であ

る。 

 

4.コロラド州Weld郡は Innovation Fundsを使ってウェブサイトを大改革（ウエブサイト、

米国）  

Tyler Silvy、Greeley Tribune、January 17, 2017 

 Weld County の住民やビジネスに関心を人々は、大きく改革された Web を使えるよ

うになった。このサイトの改革は Civic Liveが 185,200 ドル（約 1850万円）かけて作成

し、運用コストは年間 39,000 ドル（約 390万円）である。同州の 17の郡も使っている。

トップページはサイトに含まれる情報がまとめられている。そして、ユーザーがより早く

目的の情報を得られるように、トップページの下部にクイックリンクのリストが表示され

ている。さらに How do I というメニューからも情報を得られる。そして、Google検索機

能も利用している。 

 

5.マサチューセッツ州の医療費の透明性ウェブサイトは患者の意思決定に役立つ（オ

ープンデータ、米国） 

Dave Nyczepir、routefifty、January 23, 2017 

Massachusetts州は 2012年にCenter for Health and Information Analysis’（CHIA） を

創設した。このサイトは医療費の情報提供を考えている。2012 年にマサチューセッツ

州の連邦政府が設立して以来、核心ミッションは、消費者が直面しているウェブサイト

の開発であり、患者の意思決定に役立つ、医療費の透明性を意識している。 

http://www.routefifty.com/2017/01/health-care-cost-transparency-website-massa

chusetts/134805/?oref=rf-today-nl 

 

http://yourdata.wycokck.org/
http://www.govtech.com/opinion/Artificial-Intelligence-Will-Help-Create-a-More-Responsive-Government.html?utm_term=Artificial%20Intelligence%20Will%20Help%20Create%20a%20More%20Responsive%20Government&utm_campaign=AI%20Will%20Help%20Create%20a%20More%20Responsive%20Government%2C%20Law%20Enforcement%20Must%20Adapt%20to%20Potential%20Tech%20Issues&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
http://qiita.com/kanottyan/items/2783bf91c8ea6a8a4ce8
http://www.govtech.com/dc/articles/Weld-County-Colo-Uses-Innovation-Funds-to-Update-Website.html
http://www.govtech.com/dc/articles/Weld-County-Colo-Uses-Innovation-Funds-to-Update-Website.html
https://www.weldgov.com/
https://www.weldgov.com/
http://www.civiclive.com/
https://en.wikipedia.org/wiki/Google_Search
https://en.wikipedia.org/wiki/Google_Search
http://www.routefifty.com/2017/01/health-care-cost-transparency-website-massachusetts/134805/?oref=rf-today-nl
http://www.routefifty.com/2017/01/health-care-cost-transparency-website-massachusetts/134805/?oref=rf-today-nl
http://www.chiamass.gov/
http://www.routefifty.com/2017/01/health-care-cost-transparency-website-massachusetts/134805/?oref=rf-today-nl
http://www.routefifty.com/2017/01/health-care-cost-transparency-website-massachusetts/134805/?oref=rf-today-nl
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国政府 

1.政府体制の見直しはボトムから（オープンガバンメント、米国） 

Stewart Liff＆Paul Gustavson、govtech、December 28, 2016 

より高いエンゲージメント（絆）はより高い生産性と同じ。  しかし、ギャラップ社

according to Gallupによると 2015年には米国の従業員の 32％しか仕事でエンゲージ

メントされていなかった。Federal Employee Viewpoint Surveyによると連邦政府職員も

同様であった。従業員コミットメントは過去数年間改善されていない。トランプ政権が

求めている成果を達成するためには、連邦政府は新しい業務体制を作る必要があ

る。 

従業員コミットメントとチーム育成は政府業務改革の 6分野の重要な 1分野である。 

 

2.ビデオ：NASAの地球の超高精細映像（データ、米国） 

Caitlin Fairchild、govtech、January 5, 2017 

NASAはいつも地球の壮大な景色を見せてきたが、Jeff Williams宇宙飛行士は、国際

宇宙ステーションに 4Kの映像を撮影した。超高精細ビデオは、250マイル下の惑星を

驚くほど詳細に表示している。 NASAのビデオで見て下さい。 

 

3.シビックテックは、トランプ政権でどうなる？（オープンガバンメント、米国） 

Ben Miller, Zack Quaintance、govtech、January 20, 2017 

バラク・オバマ大統領の退任期間中、サンフランシスコの著名な ITグループが政府の

デジタル化の成果シビックテックが新しい政権ではどうなるかSan Franciscoの洒落た

オフィスに集まって、議論した。 

 

4.どのようにセクシーな情報技術が、政府のうんざりする仕事に使えるか（情報技術、

米国） 

Camille Tuutti、nextgov、December 15, 2016 

新しい情報技術が政府機関に浸入している。昨年末、 General Services 

Administration’s DigitalGov University 主催のイベントでは、政府の人工知能と仮想現

実 artificial intelligence and virtual reality のアプリケーション分野を検討した。 しかし、

ブロックチェーンやAIなどの情報技術はどこに最大の影響を与えるか？Deloitte社の

Center for Government Insights 執行取締役に聞く。 

 

5.RANSOMWARE がワシントン D.C.の閉回路カメラ・ネットシステムを感染させた（セキ

ュリテイ、米国） 

http://cdn.govexec.com/interstitial.html?v=2.1.1&rf=http%3A%2F%2Fwww.govexec.com%2Fexcellence%2Fpromising-practices%2F2016%2F12%2Fgovernments-turnaround-starts-bottom%2F134063%2F%3Foref%3Dgovexec_today_nl
http://www.iec.co.jp/tt/001.html
http://www.gallup.com/poll/188144/employee-engagement-stagnant-2015.aspx
https://www.fedview.opm.gov/
https://en.wikipedia.org/wiki/Employee_engagement
https://en.wikipedia.org/wiki/Employee_engagement
https://www.google.co.jp/search?q=team+development&biw=1093&bih=681&tbm=isch&tbo=u&source=univ&sa=X&sqi=2&ved=0ahUKEwj72bnx6P3RAhWKfLwKHScTAJMQsAQIXA
http://cdn.nextgov.com/nextgov/interstitial.html?v=2.1.1&rf=http%3A%2F%2Fwww.nextgov.com%2Femerging-tech%2F2017%2F01%2Fvideo-nasas-ultra-high-definition-footage-earth%2F134374%2F%3Foref%3Dnextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/emerging-tech/2017/01/video-nasas-ultra-high-definition-footage-earth/134374/?oref=nextgov_today_nl
http://www.govtech.com/civic/For-Civic-Tech-Hope-and-Fear-in-the-Age-of-Trump.html?utm_term=For%20Civic%20Tech%2C%20Hope%20and%20Fear%20in%20the%20Age%20of%20Trump&utm_campaign=Civic%20Tech%20in%20the%20Age%20of%20Trump%2C%20Rebooting%20IT%20Job%20Classifications&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
http://www.sbbit.jp/article/cont1/32211
http://cdn.nextgov.com/nextgov/interstitial.html?v=2.1.1&rf=http%3A%2F%2Fwww.nextgov.com%2Femerging-tech%2F2017%2F01%2Fhow-sexy-tech-could-tackle-some-governments-boring-jobs%2F134992%2F%3Foref%3Dnextgov_today_nl
http://cdn.nextgov.com/nextgov/interstitial.html?v=2.1.1&rf=http%3A%2F%2Fwww.nextgov.com%2Femerging-tech%2F2017%2F01%2Fhow-sexy-tech-could-tackle-some-governments-boring-jobs%2F134992%2F%3Foref%3Dnextgov_today_nl
https://www.gsa.gov/portal/content/103224
https://www.gsa.gov/portal/content/103224
http://www.nextgov.com/emerging-tech/2016/12/how-virtual-reality-could-be-used-save-lives/133927/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%96%E3%83%AD%E3%83%83%E3%82%AF%E3%83%81%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%B3
https://www2.deloitte.com/us/en/pages/public-sector/solutions/center-for-government-insights.html
http://www.nextgov.com/cybersecurity/threatwatch/2017/01/network-intrusion-ransomware-infects-dc-police/2782/
http://www.nextgov.com/cybersecurity/threatwatch/2017/01/network-intrusion-ransomware-infects-dc-police/2782/
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Washington Post、January 27, 2017  

トランプ大統領の就任 8 日前に、ワシントン・ポスト紙によると、ハッカーたちはワシン

トン D.C.警察監視カメラのデータを記録する多数の記憶装置を感染させた。市当局に

よると、警察カメラは 2種類の ransomwareのため 1月 12〜15日間記録することがで

きなかった。その攻撃は、123-187 の IP アドレスのネットワークアドレスに影響を与え

る。これは市の公共機関の閉回路テレビシステムを停止させた。 

 

6.2017年各州の STEM 政策の現状：未来はオートメーション（イノベーション、米国） 

Government Technology editorial team、govtech、January 29, 2017 

伝統的に、技術に精通した知事は、情報技術中心のイニシアチブについて議会や住

民に年次報告の中で具体的に言及している。 しかし、ここ数年の間に、その流れは 

変わった。テクノロジー（STEM）はますます大きな注目を集めており、その政策の重

要性がますます高まっている。各州の、この政策の内容とレベルを図で示している。 

 

7.大規模な個人情報漏洩にも拘わらず多くの米国人は ID 盗難を心配していない（情

報セキュリテイ、米国） 

Mohana Ravindranath、govtech、January 27, 2017 

新しい世論調査で、最近の大規模なデータ漏洩にもかかわらず、調査されたアメリカ

人の約 3分の 1 しか個人情報の盗難に非常に懸念をもっていない。 

 

8.エネルギー省は国内の全地域に Innovation Ecosystems を育てる（イノベーション、

米国） 

Mohana Ravindranath、nextgov、January 27, 201 

Silicon Valley をゼロからどのようにして創る？  

エネルギー省は、エネルギー関連の研究を実際の製品やサービスに変換する

innovation ecosystems を育成する方法に関する新しい情報 information を探してい

る。 

 

9.ビデオ：オバマ政権のサイバー実績（セキュリテイ、米国） 

Nextgov、January 27, 2017 

オバマ政権は、民間部門と協力して、サイバー政策を作成した。しかし、Nextgov誌所

有者は Government Matters（動画ニュース）のインタビューで成功したこともあったが、

失敗したこともあったと述べた。最大の失敗は、大統領府、国務省、人事管理局で個

人情報漏洩があり、ワシントンDCのほとんどの住民に影響を与えたことであると彼は

言った。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%83%A0%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%82%A2
https://www.cman.jp/network/support/IP_list.html
http://www.govtech.com/computing/State-of-the-States-2017-The-Future-is-Automation.html?utm_term=State%20of%20the%20States%202017%3A%20The%20Future%20is%20Automation&utm_campaign=State%20of%20the%20States%202017%3A%20The%20Future%20is%20Automation%20%7C%20North%20Carolina%20CIO%20Steps%20Aside%20Following%20Leadership%20Change%20&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
http://www.academia.edu/9005206/Keynote_The_Age_of_STEM_Science_technology_engineering_and_mathematics_policy_and_practice_globally
http://www.govtech.com/computing/State-of-the-States-2017-The-Future-is-Automation.html?page=2
http://www.nextgov.com/cybersecurity/2017/01/despite-breaches-many-americans-dont-worry-about-id-theft/134949/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/cybersecurity/2017/01/despite-breaches-many-americans-dont-worry-about-id-theft/134949/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/emerging-tech/2017/01/energy-dept-wants-grow-local-innovation-ecosystems-across-us/134947/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/emerging-tech/2017/01/energy-dept-wants-grow-local-innovation-ecosystems-across-us/134947/?oref=nextgov_today_nl
https://www.google.co.jp/search?q=innovation+ecosystems&biw=1096&bih=504&tbm=isch&tbo=u&source=univ&sa=X&sqi=2&ved=0ahUKEwj85MDpr4DSAhUDW7wKHV5eCcIQsAQIHA
https://www.federalregister.gov/documents/2017/01/25/2017-01694/notice-of-request-for-information-rfi-on-fostering-energy-innovation-ecosystems
http://www.nextgov.com/cybersecurity/2017/01/video-understanding-obamas-cyber-legacy/134941/?oref=nextgov_today_nl
http://www.nextgov.com/
http://govmatters.tv/
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10.ハッカーは Trumpの Twitterアカウントはセキュリティが弱いと主張（セキュリテイ、

米国） 

CNN、January 24, 2017 

以前イスラム国家グループを支援して、何百もの Twitter アカウントにハックしたハッ

カーは、大統領、副大統領、ファーストレディは Twitter アカウントをさらに厳しいセキ

ュリティ基準にする必要があると言っている。Twitter @POTUS、@FLOTUSなどのホワ

イトハウス関係者のツイッターアカウントは高度なセキュリティ 機能を利用していな

いので、ハッカーは簡単にパスワードリセットが可能で、電子メールをハックできると。 

 

世界機関 

1.オープンガバンメントの未来（オープンガバンメント、世界） 

Manish Bapna、OPG、19 December 2016 

フランス政府主催の 2016年 Open Government Partnership (OGP) Global Summitが 

12月 7-9日に 4,000人以上の人々を集めて、パリで開催された。この首脳会議では、

未来の政府を改革し、世界の民主化に対する脅威と戦うための成果をあげた。 詳細

はこちらをご覧ください。詳しくは here 

 

2.欧州委員会は欧州のデータ経済の次のステップを発表（オープンデータ、EU） 

EC、10 January 2017 

欧州委員会は、今日、2015年 5月に発表した Digital Single Market strategyの一環と

して、EUのデータ経済を活性化するための政策と法的処置を本日発表した。委員会

は、EUが現在、データの可能性を最大限に活用していないため、この問題に取り組

んでいる。その解決には、データが国境を自由に移動できない法律や制度の規制を

見直す必要がある。ECのCommuncation部が欧州のデータ経済を活性化する政策と

法的解決方針を今日発表した。委員会はまた、次のステップを定義するために、2つ

のパブリックコンサルテーショングループと加盟国およびステークホルダーとの議論を

開始した。 

 

3.EU Code Week新記録：2016年 100万のコードを作成（オープンガバンメント、世界） 

DSM、16/01/2017 

昨年、世界 50 カ国以上で開催された EU Code Week は 23,000 回であった。これは

2015年から 70％増加し、約 100万人（970,000人）が参加した。コードを作成する人々

のほぼ半数（46％）は女子か女性であり、コーダーの平均年齢は 11 歳であった。 

2017年は、Europe Code Weekの 5周年を記念して、10月 7-22日の 2週間に開催さ

http://www.nextgov.com/cybersecurity/threatwatch/2017/01/social-media-takeover-stolen-credentials-password/2780/?oref=TW_hp_module
http://www.nextgov.com/cybersecurity/threatwatch/2017/01/social-media-takeover-stolen-credentials-password/2780/?oref=TW_hp_module
http://www.opengovpartnership.org/blog/manish-bapna/2016/12/19/future-open-government
http://opengovpartnership.us3.list-manage.com/track/click?u=b25f647af089f5f52485a663d&id=07f678643e&e=e7ce112d09
http://europa.eu/rapid/press-release_IP-17-5_en.htm?locale=en
https://ec.europa.eu/priorities/digital-single-market_en
http://ec.europa.eu/dgs/communication/index_en.htm
https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/million-coded-in-record-2016-EU-code-week
http://codeweek.eu/
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れ、ヨーロッパ諸国の学校休暇の休暇期間に行う。 

  

4.欧州委員会が Creative Europe ソフトウエアプロジェクトのパブリック・コンサルテー

ションを開始（オープンガバンメント、EC） 

Europa、23/01/2017 

この Creative Europe programmeのコンサルテーションの目的は、次世代のソフトウエ

アを設計する観点からソフトウエアの将来についてステークホルダーからの意見を収

集することである。このコンサルテーションの内容は文化サブプログラム Culture 

sub-programme、MEDIA サブプログラム MEDIA sub-programme、支援ネットワーク

Cross-sectoral strand.からなっている。 

 

5.デジタル変換：明日の欧州統合市場 

Ecb、31 January 2017 

2017年１月３１日に欧州中央銀行 ECB と欧州委員会 ECの共同会議が開催され、

digital integrated market の将来について話合われた。10年以上にわたって、欧州委

員会、 Eurosystem、市場は、これまでにヨーロッパの非常に細分化された金融市場

構造の統合に取り組んできた（デジタル変換）。しかしまだ進行中で、さらなる努力が

必要である。今後重点的に取り組むべき課題は第一が証券発行であり、第二が即時

支払決済のデジタル化である。ECBはこれに対して準備が出来ている。 

 

 

Twitter 

 

https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/commission-launches-public-consultation-creative-europe-programme
https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/commission-launches-public-consultation-creative-europe-programme
https://ec.europa.eu/programmes/creative-europe/
https://ec.europa.eu/programmes/creative-europe/culture_en
https://ec.europa.eu/programmes/creative-europe/culture_en
https://ec.europa.eu/programmes/creative-europe/media_en
https://ec.europa.eu/programmes/creative-europe/cross-sector_en
https://www.ecb.europa.eu/press/key/date/2017/html/sp170131_1.en.html
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E4%B8%AD%E5%A4%AE%E9%8A%80%E8%A1%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A
https://www.youtube.com/playlist?list=PLnVAEZuF9FZlsBeD5hkk52ayuaP8A_vPM
https://en.wikipedia.org/wiki/Eurosystem
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%E3%83%AB%E3%83%88%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%B3
http://www.uruma-law.com/practices/practices-securities-issuance-capital-markets-en.html
https://www.ecb.europa.eu/paym/initiatives/html/documents.en.html
https://www.ecb.europa.eu/paym/initiatives/html/documents.en.html
javascript:void(0)

